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〇
財
務
省
告
示
第
三
百
四
十
一
号

相
続
税
法
施
行
令（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
七
十
一
号
）

第
一
条
の
二
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
号
に

規
定
す
る
傷
害
共
済
に
係
る
契
約
を
指
定
す
る
等
の
件

（
昭
和
五
十
六
年
十
月
大
蔵
省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
十
六
年
七
月
二
十
六

日
以
後
に
相
続
若
し
く
は
遺
贈
（
贈
与
を
し
た
者
の
死
亡

に
よ
り
効
力
を
生
ず
る
贈
与
を
含
む
。）又
は
贈
与
（
贈
与

を
し
た
者
の
死
亡
に
よ
り
効
力
を
生
ず
る
贈
与
を
除
く
。）

に
よ
り
取
得
す
る
財
産
に
係
る
相
続
税
又
は
贈
与
税
に
つ

い
て
適
用
す
る
。

平
成
十
六
年
七
月
二
十
六
日財

務
大
臣

谷
垣

禎
一

第
一
号
を
削
り
、
第
二
号
を
第
一
号
と
し
、
第
三
号
を

第
二
号
と
し
、
第
四
号
を
削
り
、第
五
号
を
第
三
号
と
し
、

第
六
号
を
第
四
号
と
し
、
第
七
号
を
削
り
、
第
八
号
を
第

五
号
と
し
、
第
九
号
か
ら
第
十
二
号
ま
で
を
三
号
ず
つ
繰

り
上
げ
、
第
十
三
号
及
び
第
十
四
号
を
削
り
、
第
十
五
号

を
第
十
号
と
し
、
第
十
六
号
を
第
十
一
号
と
し
、
第
十
七

号
を
第
十
二
号
と
す
る
。
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